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はじめに 

 

 県立志摩病院（以下「志摩病院」という。）は、平成２２年３月に策定した「県

立病院改革に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき、県立病院

改革の一環として、平成２４年度から指定管理者による運営を行っています。 

 

当時、志摩病院を含む県立病院は、医師、看護師が不足し、果たすべき役割や

機能を十分に発揮できなくなり、一般会計から毎年度４０億円を超える繰入を

行うなど、収支面においても非常に厳しい状況にありました。 

そこで、病院の運営管理体制を再構築し、健全な経営を継続させることを前提

として、各病院が県民に良質で満足度の高い医療を安定的、継続的に提供するこ

とを目的に、県立病院改革の検討を進め、基本方針を策定しました。 

基本方針の中で、志摩病院については、志摩地域の中核病院として二次救急医

療や災害医療で中心的役割を担っていくため、引き続き県立病院として維持し

つつ、医師確保と運営体制の改善を図るため、病院運営をそのノウハウを持つ事

業者へ委ねる指定管理者制度を導入しました。 

 

指定管理者制度導入以降は、内科医および救急・総合診療医の段階的な増員や

小児科、皮膚科、産婦人科の常勤医師の配置、内科系救急の２４時間３６５日の

実施など、診療機能は着実に回復・充実してきました。また、地域医療支援病院

やへき地医療拠点病院として、地域医療への貢献にも努めてきました。 

一方で、全国的に医師の不足や地域偏在が課題として残るとともに、志摩地域

においては、人口の減少が今後も続くことが見込まれています。また、２０２５

年を見据え、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化・連携を推進す

るため、平成２９年３月に地域医療構想が策定されるなど、地域医療や志摩病院

を取り巻く環境は、指定管理者制度導入時から大きく変化してきています。 

 

 現行の指定期間が、残り３年となるなか、今回は、令和４年度からの次期の運

営に向けて、これまでの７年間の病院運営について検証するものです。 
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図表１）志摩市の将来人口の推移 

 
 

 

図表２）志摩市人口（年齢区分別）の推移 
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基本協定規定事項にかかる取組状況と今後の課題 

 

 指定管理者による志摩病院の管理状況及びその内容については、三重県指定

管理者制度に関する取扱要綱（以下「要綱」という。）に基づき、病院事業庁に

おいて毎年、前年度分を実地調査するなどして評価し、三重県議会に報告（定例

報告）しています。また、要綱では、指定期間の最終年度分の定例報告を行うと

きは、指定期間全体の管理の実績に関する評価を行い、その結果について三重県

議会に報告することが定められています。 

 志摩病院の現行の指定期間は平成２４年４月から１０年間であり、当該期間

が終了する令和４年３月に指定期間全体の検証を行うこととなりますが、令和

４年４月からの次期の指定管理者を指定するためには、準備期間を考慮すると

令和２年度に公募手続きに入る必要があります。 

 このため、志摩病院のこれまでの運営状況を検証し、その結果を次期の運営に

活かしていく必要があることから、基本協定（業務仕様書）で定めた事項ごとに、

７年間の取組状況や成果、地域・社会情勢等の変化をふまえた今後の課題をとり

まとめました。 
 

【基本協定書で定めた各事項】 

１．診療等に関する業務 

 （１）病院の基本理念、運営方針等 

（２）安全対策、危機管理体制等 

（３）基本的な医療機能 

 ①診療科及びスタッフの体制 

②外来診療体制 

③入院診療体制 

④看護 

⑤地域医療全体の質向上 

⑥病院及びスタッフの管理体制 

（４）政策的医療機能 

 ①医師、看護師等の人材育成 

②救急医療の確保 

③災害時医療 

④へき地医療 

⑤医師、看護師等の研究研修 

⑥高度医療 

⑦特殊医療 

⑧精神科身体合併症医療 

２．施設及び設備の維持管理に関する業務 

３．成果目標 

４．その他 
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１．診療等に関する業務 

（１）病院の基本理念、運営方針等 

【基本協定（業務仕様書）】 

・志摩地域における中核的な医療機関として、現病院の有する機能を維持 

するとともに、救急医療、小児医療、周産期医療等専門医療の回復を図 

る。 

・地域の医療機関と連携し、包括的で質の高い安全な医療サービス及び地 

域住民中心の信頼される医療サービスを継続的に提供する。 

・中長期にわたる経営の健全化を目指すとともに、効率の良い医療サービ 

スを提供する。 

・救急医療については、二次救急医療機関としての役割が担えるよう、関 

係機関との連携、役割分担を行っていく。 

・県、三重大学、地元医師会及び地域の関係機関と協議しながら、志摩 

地域の他の医療機関との連携、役割分担を行っていく。 

・地域の医療の維持・確保のため、へき地医療支援を積極的に実施する。 

  

【取組状況・成果】 

 （専門医療の回復） 

・内科系救急については、段階的に受入時間を拡大し、平成２８年５月か 

ら２４時間３６５日の受入れを実施 

  ・外科系救急については、一部の曜日で準夜間、深夜の受入れを実施して 

いるが、２４時間３６５日の受入れは未回復 

  ・小児医療については、平成２４年８月から常勤医師を配置（平成３０年 

度末退職）し、週５日の外来診察を実施 

  ・周産期医療については、非常勤医師による婦人科の外来診療及び月２回 

   の助産師外来診療を実施。平成３０年４月からは常勤医師を配置 

 （地域の医療機関との連携） 

  ・平成２５年１１月から、志摩医師会と連携した「在宅医療病診連携救急シ

ステム」（事前登録した在宅患者が急変した場合に２４時間体制で受入れ

を行う）を運用 

  ・平成２９年１０月に「地域医療支援病院」としての承認を受け、地域の 

医療機関との患者の紹介や逆紹介、医療機器の共同利用など地域の医療 

機関との連携を強化。必要な検査や緊急的治療を実施したうえで、ドクタ 

ーヘリ等を活用して三次医療を担う機関（伊勢赤十字病院、三重大学附属 

病院）に患者を搬送 

  ・「へき地医療拠点病院」として、へき地診療所に代診医を派遣 

・住民の要望を受け、離島（間崎島）への巡回診療（月２回）を実施 

 

 【今後の課題】 

  ・三重県医療計画や地域医療構想、地域の将来人口等をふまえながら、志 

摩地域の中核病院として必要な診療機能を果たしていく必要がある。 
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 図表３）志摩病院基本情報 

開設年月日 昭和２３年１１月１日 

診療科目 内科、循環器科、外科、脳神経外科、小児科、 

産婦人科、整形外科、皮膚科、泌尿器科、眼科、 

耳鼻咽喉科、精神科、脳神経内科、放射線科 

許可病床数 一般 ２３６床（稼働病床１８４床） 

精神 １００床（稼働病床１００床） 

計 ３３６床（稼働病床２８４床） 

入院基本料 一般 急性期一般入院料４ 

地包 地域包括ケア病棟入院料２ 

精神 １５対１入院基本料、精神療養病棟入院料 

建
設
諸
元 

昭和 63 年 3 月 病棟（地上 5F、地下 2F） 

平成元年 3 月 管理検査棟（地上２F、地下 1F） 

平成 3 年 3 月 精神病棟（地上２F） 

平成 6 年 9 月 西診療（透析・MRI）棟（地上 3F） 

平成 19 年 9 月 外来診療棟（地上 4F、地下 1F） 

 

（２）安全対策、危機管理体制等 

【基本協定（業務仕様書）】 

・医療事故防止対策について、医療安全管理者及び委員会を設置するとと 

もに医療安全管理マニュアル等を整備し、対策に努める。 

・医療事故発生時には、速やかに委員会を開催し、事故の検証、患者への 

対応などの対策を早急に講じられる体制を整備する。 

・医療事故の公表は、三重県病院事業庁医療事故等公表基準に準じて行 

う。 

・院内感染対策について、委員会を設置するとともに感染防止対策マニュ 

アル等を整備し、対策に努める。 

・倫理的観点からの医療行為の適正化を図るため、医療倫理にかかる委員 

会等を設置する。 

・非常災害時の危機管理体制について、危機管理マニュアル等を整備する 

とともに、災害拠点病院の役割を発揮できるよう体制の見直しや訓練を 

継続的に実施し、日頃から体制整備に努める。 

  

【取組状況・成果】 

 （医療安全）  

・院長をトップとする医療安全管理委員会や医療倫理委員会、外科部長を 

トップとする感染症対策委員会を設置し、情報共有や安全対策等を徹底 

  ・医療安全管理マニュアルや感染症対策マニュアル等を整備するとともに、 

全職員を対象とする研修を年２回以上実施 
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（災害対策） 

  ・災害対策マニュアルや業務継続計画を整備 

・大規模地震時医療活動訓練、三重県大規模地震時医療活動訓練、伊勢志 

摩地域災害保健医療対策会議訓練、志摩市災害医療訓練に参加 

  ・非常用予備発電装置（７２時間）、ポータブル発電機（１２台）、防災行 

政無線、衛星携帯電話、給水タンクによる備蓄水（７０ｔ）、入院患者用 

備蓄食糧（概ね３日分）を配備 

 

 【今後の課題】 

・南海トラフ地震等の大規模災害発生に備えて、必要な医療が提供できる 

よう体制を強化する必要がある。 

・「災害拠点病院」の指定要件の厳格化に向けた国の動きを注視しながら、 

的確に対応していく必要がある。 

 

 

（３）基本的な医療機能 

  ①診療科及びスタッフの体制 

【基本協定（業務仕様書）】 

・次の診療科を標榜し、各科の診療体制は、当面は、指定管理開始直前の 

体制の維持に努めながら回復を図る。 

内科、循環器科、外科、脳神経外科、整形外科、小児科、産婦人科、 

皮膚科、泌尿器科、眼科、耳鼻咽喉科、精神科、神経内科、放射線科 

・指定管理開始３年目の平成２６年度においては、各診療科に常勤医師等 

を配置し、事業計画書等に記載した診察を実施するために必要な医師を 

確保する。 

・総合医による救急総合診療科を設置し、軽症の患者は総合医が、また重 

症患者は専門医が診察するなど、救急やコモンディジーズに対応できる 

体制を整える。 

・小児科及び産婦人科の入院診療体制は、指定管理運営開始から３年後を 

目標に常勤医師の確保に努める。 

・政策的医療をより充実させるため、常勤医師４１名体制を目標とし、さ 

らなる医師確保に努める。 

 

 【取組状況・成果】 

 （診療科）  

・基本協定で想定した１４診療科を超える外来診療機能を回復 

（平成３０年度末の診療科目） 

内科、循環器科、消化器科、緩和ケア内科、総合診療科、脳神経内科、

外科、脳神経外科、小児科、産婦人科、整形外科、泌尿器科、眼科、 

こころの外来、皮膚科、東洋医学・皮膚科、耳鼻咽喉科、放射線科  
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（常勤医師の配置） 

・内科については、常勤医を増やすとともに、小児科は平成２４年から、 

皮膚科は平成２５年から、産婦人科は平成３０年から常勤医師を配置す 

るなど、基本協定上の１４診療科の診療機能を段階的に回復 

  ・救急・総合診療科を設置するとともに、内科系の患者受入体制において、 

   段階的に受入時間を拡充し、平成２８年５月から２４時間３６５日の受 

入れを実施 

  ・小児科及び産婦人科については、複数の医師を確保できていないため、 

入院診療体制は未回復 

 （医師確保）  

・県直営時と比較して常勤医師数は増加したが、目標は未達成 

 

 【今後の課題】 

  ・三重県医療計画や地域医療構想、地域の将来人口等をふまえながら、必要 

な診療科及び医師を設置・確保する必要がある。 

  

 図表４）診療科別医師数の推移 

 

 
 

H24.3 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4

5 7 11 17 11 14 14 11 10

0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 4 3 3 3 3 3 3 3

3 2 2 2 2 2 2 2 2

1 1 1 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 1 1

0 0 1 1 1 1 1 1 0

0 0 0 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 3 3 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 0 0 0 0 0 0 0

20 22 24 30 23 26 26 24 22

1 2 2 2 3 4 2 2 4

21 24 26 32 26 30 28 26 26　合計

④整形外科

　初期研修医

　緩和ケア

　小計

⑪精神科

⑫放射線科

⑬耳鼻咽喉科

⑭脳神経内科

⑤脳神経外科

⑥眼科

⑦産婦人科

⑧小児科

⑨東洋医学・皮膚科

⑩泌尿器科

（単位：人）

診療科等

①内科および救急・総合診療科

②循環器科

③外科

指定管理県直営
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 図表５）職種別職員数の推移 

 
 

 

②外来診療体制 

【基本協定（業務仕様書）】 

・医師確保等の状況を踏まえながら、土曜日の午前診療を実施するなど、 

地域住民が利用しやすい診療時間の設定等に配慮する。 

・完全紹介制に拠らない診療体制については、まずは内科及び循環器科の 

診療体制を早期に整えられるように人員確保に努める。 

 

【取組状況・成果】 

 ・土曜日の午前診療については未実施 

 ・内科及び救急・総合診療科の常勤医師の増員により診療体制が充実した 

ことから、平成２５年１１月から平日昼間において紹介状を有しない救 

急患者（ウォークイン）の受入れを開始 

  ・平成２６年９月からは、消化器科の外来においても紹介制に拠らない診 

療を開始 

  

【今後の課題】 

  ・外来診療については、地域住民が利用しやすい診療体制の維持に努めて 

いく必要がある。 

  ・完全紹介制については、地域医療の状況をふまえ、地域の医療機関と丁寧 

に協議しながら、取扱いについて検討していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年４月１日現在、単位：人）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

常勤医師（初期研修医含む） 21 24 26 32 26 30 28 26 26

看護職員 172 143 147 147 153 166 162 167 172

医療技術職員 42 36 35 40 39 44 52 57 55

県直営 指定管理
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図表６）外来患者数の推移 

 
 

 

 図表７）診療科別外来患者数の推移 

 

 

（単位：人）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 備考

内科・循環器科 18,279 16,589 17,812 18,867 19,742 19,232 19,095 18,833 常勤医師

外科 7,800 8,040 7,264 7,369 7,718 7,424 7,421 7,363 常勤医師

整形外科 18,789 15,381 15,949 16,105 16,958 18,909 19,322 17,725 常勤医師

脳神経外科 2,780 2,588 2,170 662 761 730 842 853 H26.4～：非常勤医師

眼科 5,233 4,667 4,499 4,255 4,241 4,087 4,257 4,024 常勤医師

産婦人科 623 610 672 588 794 935 783 1,202 H30.4～：常勤医師

小児科 726 1,395 3,378 3,733 3,981 3,864 3,884 3,461 H24.8～：常勤医師

東洋医学・皮膚科 1,941 2,132 3,718 5,157 4,967 4,691 4,883 4,948 H25.6～：常勤医師

泌尿器科 6,598 6,661 6,650 6,533 6,285 6,107 6,129 5,790 常勤医師

精神科 9,007 8,996 9,065 9,180 9,067 9,539 9,218 9,368 常勤医師

放射線科 1,389 1,603 1,389 1,432 1,436 1,248 1,289 1,427 常勤医師

耳鼻咽喉科 657 610 726 742 659 637 717 1,016 非常勤医師

脳神経内科 202 258 383 504 579 756 667 567 非常勤医師

合計 74,024 69,530 73,675 75,127 77,188 78,159 78,507 76,577
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図表８）志摩市内の診療機関数（診療科別） 

 
 

 

③入院診療体制 

【基本協定（業務仕様書）】 

・診療体制の整備状況に応じた病棟の稼働を行う。 

・全病棟の稼働は、小児科及び産婦人科の入院診療体制の回復に合わせて 

行う。 

・安全・安心な手厚い看護を提供するため、７対１看護基準の取得に努め 

る。 

  

【取組状況・成果】 

  ・県直営時に休棟としていた２つの病棟を平成２７年１１月から再開し、 

全病棟を稼働（一般病棟の許可病床２３６床に対して稼働病床が１８４ 

床） 

 ・今後拡大していく地域の医療ニーズに的確に対応するため、急性期を脱 

した患者に対して円滑に在宅復帰するためのリハビリテーション機能を 

提供する「地域包括ケア病棟」を平成２８年２月及び１０月から運用 

  ・７対１の看護基準については、地域包括ケア病棟開設に伴い取得を見送り 

 

【今後の課題】 

  ・地域医療構想に基づく病院の果たすべき機能等をふまえながら、将来を 

見据えた適正な病床数を確保する必要がある。 

・看護師数や診療報酬基準なども勘案しながら、入院患者にとって最適な 

看護基準のもと、看護を提供する必要がある。 

 

 

 

浜島町 大王町 志摩町 阿児町 磯部町 合計
内科・循環器 1 2 3 13 4 23
外科 1 4 1 6
整形外科 1 4 1 6
小児科 1 2 2 2 1 8
婦人科 1 1
眼科 1 2 1 4
泌尿器科 1 1 1 3
神経内科 1 1
耳鼻咽喉科 2 2
皮膚科 1 2 1 4

合計 3 7 6 32 10 58
※志摩医師会のホームページより

※複数の診療科に対応する医療機関は診療科ごとにカウント
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図表９）入院患者数の推移   

 
 

 

図表１０）診療科別入院患者数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

内科・循環器科 16,311 21,303 21,166 22,104 21,973 23,860 23,872 17,933

外科 6,326 6,340 6,541 6,046 6,005 6,529 8,434 9,256

整形外科 16,503 11,757 12,738 13,313 13,629 17,095 17,748 16,119

眼科 303 287 316 267 253 249 248 251

泌尿器科 1,473 1,739 1,075 714 530 287 375 227

精神科 33,588 34,109 33,340 32,633 32,307 33,157 30,596 28,661

合計 74,504 75,535 75,176 75,077 74,697 81,177 81,273 72,447

（単位：人）
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  図表１１）一般病床の稼働病床数の推移 

 
 

 

④看護 

【基本協定（業務仕様書）】 

・看護部門の理念及び目標、看護管理体制の組織については、従事するス 

タッフの意見を取り入れながら定める。 

・認定看護師等の育成、リーダー教育、看護研究、人材確保と人材資源の 

有効活用等の支援活動を行う。 

  

【取組状況・成果】 

 （人材育成・人材確保） 

・「主体的に学び、よりよい看護を創造できる看護師の育成」を教育理念と 

して、志摩ラダーシステムを導入し、「態度・対話」「実践」「教育」「管理」 

「研究」の５つの臨床実践能力を育成 

   （育成実績） 

     認定看護師育成 ６人 

     リーダー教育 延３８人 

     特定ケア看護師 ２人 

  

【今後の課題】 

・医療ニーズが多様化・複雑化するなかで、住民のニーズに的確に対応で 

きる看護師を育成するため、引き続き体系的な教育を行う必要がある。 
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⑤地域医療全体の質向上 

【基本協定（業務仕様書）】 

・一次医療を担う地元医師会、三次医療を担う山田赤十字病院、慢性期医 

療を担う近隣の医療機関等との連携により、地域住民のニーズにあった 

医療体制の構築を図る。 

・地域の医療機関と高度医療機器等の共同利用を行う。 

  

【取組状況・成果】 

 （地域の医療機関との連携） 

  ・平成２５年１１月から、志摩医師会と連携した「在宅医療病診連携救急シ

ステム」（事前登録した在宅患者が急変した場合に２４時間体制で受入れ

を行う）を運用（再掲） 

  ・平成２９年１０月に「地域医療支援病院」としての承認を受け、地域の 

医療機関との患者の紹介や逆紹介、医療機器の共同利用などの連携を強 

化。必要な検査や緊急的治療を実施したうえで、ドクターヘリ等を活用し 

て三次医療を担う機関（伊勢赤十字病院、三重大学附属病院）に患者を搬 

送（再掲） 

 

【今後の課題】 

  ・伊勢志摩区域の中で、三次医療を担う伊勢赤十字病院や地域の医療機関と 

の病病連携や病診連携をより密接に行い、地域医療支援病院としての役 

割を果たしながら、地域全体の医療の質の向上に貢献していく必要がある。 

・地域住民が安心して暮らせる社会を実現するためには、利用者の視点に立 

った医療及び介護の提供体制の構築が今後重要となることから、介護事 

業者との連携強化に努める必要がある。 

 

 

図表１２）ドクターヘリによる志摩病院からの患者搬送数 

   
 

   

 

 

 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

搬送者数 31 43 38 50 33 55 44

（単位：人）
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図表１３）医療機器共同利用の状況 

   
 

 

⑥病院及びスタッフの管理体制 

【基本協定（業務仕様書）】 

・志摩病院を協会内の重要基幹病院の一つとして位置付け、協会を挙げて 

運営に取り組む。 

・現在勤務している医師については、継続勤務を要請するとともに、医局 

派遣の場合には医局に対しても派遣継続及び増員を要請する。 

・医師確保のため、現地での医師募集や協会からの派遣調整に全力を尽く 

すとともに、県内の支部会員、地域枠医師、自治医大卒業医師、協会内 

施設の医師へ支援依頼を行いつつ、不足する部分は協会内の研修医等に 

より医療支援を行う。 

・医療スタッフの就業環境を整備し、人材の確保を図るため、職員のニー 

ズに応じて院内保育所を設置・運営する。 

  

【取組状況・成果】 

 （職員確保） 

・県直営時の医師や看護師等の継続雇用や積極的な現地での職員採用な 

どにより、積極的に職員を確保 

・指定管理者独自の奨学金制度により、看護師、薬剤師を確保 

・三重大学に対して医師派遣の要請活動を実施 

 （就業環境の整備） 

・院内保育所を運営。金曜日には夜間保育を実施 

・平成２８年度に「女性が働きやすい医療機関」の認証を取得 
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【今後の課題】 

  ・長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の実現など就業環境の整備を進 

め、医師や看護師、コメディカルなどのスタッフを安定的に確保していく 

必要がある。 

 

図表１４）奨学金貸与者の採用実績等 

 
 

 

（４）政策的医療機能 

  ①医師、看護師等の人材育成 

【基本協定（業務仕様書）】 

・基幹型臨床研修指定病院として、研修医を積極的に受け入れる。 

・地域の医療人材を育成するため、消防職員の研修、メディカルスクルー 

ルの開催、看護実習生の受入れなど、人材の育成機関としての研修を実 

施する。 

 

 【取組状況・成果】 

 （研修医等の受入れ） 

・初期研修医や後期研修医、看護実習生を積極的に受け入れ 

 （地域医療人材の育成） 

・地域の高校生を主な対象として、地元医師会との共催によりメディカル 

スクールを開催（毎年１回開催、参加者総数計２０３人） 

 

 【今後の課題】 

  ・人口減少が続く志摩地域においては、研修医や看護実習生の存在は重要 

であり、将来、勤務先として志摩病院を選んでもらえるよう、待遇や指導

体制等を充実し、魅力ある病院づくりを継続する必要がある。 

 

 

 

 

【奨学金貸与者の採用実績】
区分 H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 合計

　薬剤師 2 2 4
　看護師 2 3 7 9 11 10 6 48
　准看護師 3 2 1 6

      計 5 5 8 11 11 12 6 58

【奨学金貸与者の採用予定数】
区分 R2 R3 R4

　薬剤師 1
　看護師 9 9 6
      計 9 9 7

（単位：人）
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 図表１５）研修医・実習生の受入れ状況 

 （単位：人） 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

初期研修医 2 2 2 3 4 2 2 

後期研修医 9 9 10 16 14 15 14 

 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

看護学生 422 1,358 1,256 1,387 917 742 635 

医学生 214 315 422 421 205 279 101 

その他 
（消防職員等） 

167 ,482 2,120 1,626 2,099 2,031 4,295 

 

 

②救急医療の確保 

【基本協定（業務仕様書）】 

・総合医による救急総合診療科を設置し、幅広い疾患に対応できる体制を 

整備する。 

・平成２６年度以降の２４時間３６５日体制の整備を目標とする。 

・診療時間外の救急外来については、指定管理開始後３年を目指して内科 

系、外科系それぞれ１名の医師を配置し、診療体制の回復に努める。 

・３次医療機関や近隣の医療機関等との連携を強化し、急性心疾患など高 

度な救急医療の支援が行える体制の構築に努める。 

・志摩地域のニーズに応じた体制の構築に努めるため、志摩地域救急医療 

合同会議（６者会議）に参加する。 

  

【取組状況・成果】 

  ・内科系救急については、平成２８年５月から２４時間３６５日の受入れ 

を開始 

  ・外科系救急については、一部の曜日で準夜間や深夜の受入れを実施して 

いるが、２４時間３６５日の受入れは未回復 

  

【今後の課題】 

  ・内科系救急については、志摩地域唯一の二次救急医療機関として、受入 

体制を安定的に維持する必要がある。 

・外科系救急についても、２４時間３６５日の受入れに向け、必要な医師数 

の確保を図りながら、取り組んでいく必要がある。 

・地域から要望が強い小児救急については、関係機関とも十分に協議・調整 

しながら、その対応について検討していく必要がある。 
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図表１６）志摩広域消防組合による志摩病院への救急搬送患者数の推移 

 
 

 

③災害時医療 

【基本協定（業務仕様書）】 

・災害拠点病院としての役割を果たし、地域への貢献に努める。 

・災害訓練については、トリアージ訓練をはじめとする医療支援体制の訓 

練を年２回以上実施し、災害時の対応強化を図る。 

  

【取組状況・成果】 

  ・災害対策マニュアルや業務継続計画を整備（再掲） 

・大規模地震時医療活動訓練、三重県大規模地震時医療活動訓練、伊勢志 

摩地域災害保健医療対策会議訓練、志摩市災害医療訓練に参加（再掲） 

  ・非常用予備発電装置（７２時間）、ポータブル発電機（１２台）、防災行 

政無線、衛星携帯電話、給水タンクによる備蓄水（７０ｔ）、入院患者用 

備蓄食糧（概ね３日分）を配備（再掲） 

 

【今後の課題】 

・南海トラフ地震等の大規模災害発生に備えて、必要な医療が提供できる 

よう体制を強化する必要がある。（再掲） 

・「災害拠点病院」の指定要件の厳格化に向けた国の動きを注視しながら、 

的確に対応していく必要がある。（再掲） 
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④へき地医療 

【基本協定（業務仕様書）】 

・へき地医療拠点病院として、へき地診療所への代診医派遣、患者の受 

入等、対応に努める。 

 

 【取組状況・成果】 

  ・「へき地医療拠点病院」として、へき地診療所に代診医を派遣（再掲） 

・住民の要望を受け、離島（間崎島）への巡回診療（月２回）を実施（再 

掲） 

 

【今後の課題】 

  ・へき地診療所への代診医の派遣や巡回診療等は、これらの地域の医療を確 

保する上で必要不可欠であり、引き続き、へき地医療拠点病院としての役 

割を果たしていく必要がある。 

 

  図表１７）間崎島への巡回診療患者数（平成３０年度） 

 
 

 

⑤医師、看護師等の研究研修 

【基本協定（業務仕様書）】 

・各種学会から指定を受けた専門医の修練及び教育施設としての専門医 

の育成を引き続き行う。 

  

【取組状況・成果】 

  ・各種学会から指定を受けた専門医の修練及び教育施設として、専門医の育

成を支援（日本内科学会認定制度教育関連病院など、合計１１種類の施設

認定・修練施設等の認定を受けている。） 

  ・認定看護師等の育成やリーダー教育等を実施 

 

【今後の課題】 

  ・将来、志摩病院を勤務先として選択してもらえるよう、教育施設として 

の魅力を高めつつ、新専門医制度による医師の受入れなどに積極的に取 

り組んでいく必要がある。 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

内科系 18 20 19 20 18 18 17 14 18 19 17 18 216

外科系 11 14 12 10 8 12 10 16 11 11 11 11 137

合計 29 34 31 30 26 30 27 30 29 30 28 29 353
※参考　間崎島の人口：70人（平成31年3月）

（単位：人）
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  ⑥高度医療 

【基本協定（業務仕様書）】 

・協会が運営している他の病院からのサポートを受けながら、段階を踏ん 

で地域の実情に応じた高度医療の提供について体制を整備する。 

  

【取組状況・成果】 

  ・高度医療については、必要な検査や緊急的治療を実施したうえで、ドク 

ターヘリ等を活用して三次医療を担う機関（伊勢赤十字病院、三重大学附 

属病院）に患者を搬送（再掲） 

  

【今後の課題】 

・脳卒中や心筋梗塞などの高度医療については、地域の医療ニーズをふま 

え、三次医療を担う機関との連携や機能分担等に関して十分に協議・調整

しながら、その対応について検討していく必要がある。 

 

⑦特殊医療 

【基本協定（業務仕様書）】 

・小児医療、周産期医療については、外来診療機能の回復を進めるととも 

に、平成２６年度までに常勤医師をそれぞれ１名配置し、そのうえで地 

域の医療関係機関等との調整を行いながら入院診療機能の回復に努め 

る。 

  

【取組状況・成果】 

  ・小児科は平成２４年から、産婦人科は平成３０年から常勤医師を配置 

し、外来診療機能が回復したが、複数の医師が必要となる入院診療機能 

は未回復 

 

 【今後の課題】 

  ・小児医療については、常勤医師による安定した外来診療を提供するととも 

に、地域住民から要望の強い救急や入院診療については、県内における診 

療機能の集約化・拠点化が図られていることも勘案しながら、その対応に 

ついて検討していく必要がある。 

・周産期医療については、常勤医師による婦人科診療を継続させるととも 

に、分娩、入院診療については、地域におけるニーズや県内における集約 

化・拠点化が図られていることを総合的に勘案し、対応を検討していく必 

要がある。 

 

 

 

 

 



 

 

22 

 

図表１８）志摩市の出生数の推移 

 
 

 

⑧精神科身体合併症医療 

【基本協定（業務仕様書）】 

・県内で数少ない精神科病床を有する総合的な病院として、入院、外来診 

療機能の維持に努める。 

  

【取組状況・成果】 

  ・県内で数少ない精神科病床を有する総合的な病院として、入院、外来 

の診療機能を維持 

  

【今後の課題】 

  ・志摩地域において精神科を有する総合的な病院として、引き続き、入院・ 

外来診療機能を維持していく必要がある。 

・入院患者数は、入院医療中心から地域生活支援への移行をめざす国の方針 

などから減少傾向にある一方で、超高齢社会における認知症患者数の増 

加など新たなニーズがあることから、その対応を検討していく必要があ 

る。 
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図表１９）精神科入院患者数の推移 
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２．施設及び設備の維持管理に関する業務 

【基本協定（業務仕様書）】 

・現病院の仕様水準を引き続き維持し、管理体制を整備する。 

・売店、食堂等について、利用者の利便性の観点からサービスを充実させ 

る。 

・患者満足度調査等の実施により利用者からの意見を聞き、サービス向 

上に努めるとともに、相談窓口を設置し、トラブルへの対応や患者の医 

療に対する不安等の解消に努める。 

  

【取組状況・成果】 

 （施設・設備の維持） 

  ・県直営時の病院の施設及び設備を維持 

・毎年、利用者満足度アンケート調査を実施し、満足度が低い施設等を改善 

 （利用者の利便性向上） 

  ・売店や食堂の商品（メニュー）を充実 

  ・志摩市管内の介護保険事業所を紹介するパンフレットを設置 

  ・傘の無償貸出（思いやりの傘） 

  ・１階総合受付に案内用の電子掲示板を設置 

・外来診療棟にテレビ（４台）を設置 

  

【今後の課題】 

  ・病院施設（外来診療棟を除く。）については、建設から約３０年が経過し、 

老朽化による維持修繕費も多額となっているとともに、旧基準の設計 

によるため、６人部屋を間引いて使用するなど、効率的な運用ができて 

いないことから、今後の整備のあり方を検討する必要がある。 
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３．成果目標 

【基本協定（業務仕様書）】 

・事業計画書に記載した患者数等の数値をもって、事業の成果目標とす 

る。 

 

図表２０）一日平均入院患者数（目標値：３００人／日） 

                                                      
 

 （単位：人／日） 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

一般病棟 111.8 113.5 114.6 116.3 115.8 131.6 139.5 120.0 

精神病棟 91.8 93.4 91.3 89.4 88.3 90.8 83.8 78.5 

合  計 203.6 206.9 206.0 205.7 204.1 222.4 222.7 198.5 
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図表２１）一日平均外来患者数（目標値：６００人／日） 

 

（単位：人／日） 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

一般病棟 266.5 247.1 264.8 270.3 280.3 282.4 284.0 275.4 

精神病棟 36.9 36.7 37.2 37.6 37.3 39.3 37.8 38.4 

合  計 303.4 283.8 301.9 307.9 317.6 321.6 321.8 313.8 
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図表２２）一か月平均救急患者数（目標値：１，０００人／月） 

 
 

（単位：人／月） 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

合  計 326.8 327.9 380.7 420.4 457.1 505.5 487.1 483.8 

 

 

図表２３）志摩病院（指定管理者会計）経常収支の推移（目標値：１００．０％） 
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図表２４）利用者満足度アンケート調査結果の推移（目標値：８５．０％） 

 
（単位：％） 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

利用者満足度 73.9 72.4 79.1 79.6 76.3 75.7 75.9 76.6 
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４．その他 

【基本協定（業務仕様書）】 

・収入確保及び費用削減等について適切に取り組み、健全な経営を維持す 

ることに努める。 

・収入面では、収入の増加を図るとともに、診療報酬の請求漏れ調査の実 

施やＤＰＣ請求によるデータの分析を行い収入確保に努める。 

・支出面では、材料の購入方法や在庫管理方法の見直し、委託業務内容の 

見直し、設備関係の賃借料や保守管理等の見直しを行い、経費関係の適 

正化を図るとともに、スケールメリットを活かして、薬剤等の一括購入、 

後発医薬品の活用、ＩＴ技術の積極的活用やシェアードサービスの活用 

を図り、委託費等の費用削減に努める。 

  

【取組状況・成果】 

 （診療報酬） 

・診療報酬については、保険診療委員会で査定減など請求誤りの分析等を 

行い、次回以降の請求に反映 

  ・２年に１回改訂される診療報酬に的確に対応 

 （経費節減） 

・薬剤等の協会本部による一括購入により経費を節減 

・ジェネリック医薬費の利用割合を向上させ費用を抑制  

 

【今後の課題】 

 ・経常損益が依然として赤字となっていることから、収支均衡に向けた更 

なる取り組みを進める必要がある。  

  ・地域からの信頼を一層深めるため、病院が実施している様々な取組な 

   どの情報を住民や関係機関に積極的かつ丁寧に提供する必要がある。 
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◇志摩病院の指定管理期間における収支の状況は以下のとおりです。 

 

図表２５）経常収支（指定管理者会計）の状況        

 （単位：百万円） 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30* 

病院事業収益 3,900 3,928 3,978 3,806 4,010 4,048 3,899 

病院事業費用 3,924 3,948 4,015 3,963 4,144 4,117 4,056 

経常収支（経営基盤強化

交付金を除く） 
▲565 ▲454 ▲419 ▲341 ▲229 ▲69 ▲156 

経常収支比率 85.6 88.5 89.6 91.4 94.5 98.3 96.1 

 ＊H30は見込額 

・県直営時の最終年度（平成２３年度）が約１，２２５百万円の赤字であっ 

たことから、指定管理者制度導入により、経常収支は大幅に改善 

 

図表２６）交付金の状況                 

  （単位：百万円） 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

政策的医療交付金 
（指定管理料） 

450 466 475 482 486 517 525 

経営基盤強化交付金 
（赤字補てん） 

565 454 419 341 229 69 （※） 

・政策医療的交付金（指定管理料）は、当初見込んだ１０年間の上限金額 

５，０６９百万円に対して、７年間で総額３，３８８百万円を交付 

（※）Ｈ３０の経営基盤強化交付金の交付については、指定管理者と協議中 
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今後の志摩病院の運営に向けて 

 

 存続の危機にあった志摩病院への指定管理制度の導入は、病院運営に一定の

成果をもたらしました。 

県直営時より多くの常勤医師を確保し、診療科目の回復・充実が着実に進み、

救急患者の受入れ強化にもつながりました。また、地域の医療機関との連携を強

化するとともに、地域包括ケア病棟や通所リハビリテーションを開設するなど、

地域のニーズにも的確に対応をしてきました。 

こうした結果、人口が減少する志摩地域において、入院・外来患者数は微増し、

救急患者の受入れも大幅に増加しました。経営面においても、県直営時と比較し

て赤字額が削減されるなど、大幅に改善してきました。 

このように、志摩病院は、志摩地域の中核病院として、地域医療の中心的役割

を担ってきたと言えます。 

 

 一方、基本協定書で定めた事項のうち、外科系救急の受入れ強化や小児科、産

婦人科の入院機能の回復は、現時点では実現に至っていません。 

 経営面でも、大幅に改善したものの、現在も経常収支は赤字となっていること

から、更なる経営改善が必要です。さらに、老朽化に伴う施設の改修費用も今後

は大きな負担になります。 

 

 志摩病院を取り巻く環境が、今後大きく変動していくことが予想されるなか、

次期指定管理者の指定に向けて、これまでの取組の成果や課題を十分にふまえ、

次期指定期間において志摩病院が担うべき診療機能等について、具体的に検討

していきます。 


